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1．は じめに

　阪神
・淡 路 大 震災で の 被災者の 情報入手 につ い て ， 被

災者の 状況 ・被災程度 ・住宅形態
・
時系列 によ る変化の

4 つ の 側面か ら分析 したとこ ろ，それぞ れ の 側面で 利用

した 憶報手段，情報ニ
ー

ズ，問題点 は多様 で ある こ とが

わ か っ た 。しか し，電話の 途 絶 ・
輻輳，重要情報 の 避難

所 へ の 集 中 ・
偏在，張 り紙 ・広報車の 不 確実性な どの こ

と もあ り，被災とい う混乱状況下 で 身 近 な 通 信手 段 や情

報収 集手段 は 機能 しな くな るた め，と りわ け災害弱者の

ニ
ーズや 被災者個 人個 人 の 情報ニ ーズへ の 対応が 困難 に

な る こ とが 明 らか と なっ た。
1 ，

ま た，災害時に的確 な情

報を容易に 得る こ とが 困難な 災害 弱者 に と っ て は ，災害

時 と い う混乱状 況下を 想定 して 普段以 上に 身近で 容易に

情報 を得 る方法 ・手段が予 め用意される こ とが望 ま れ る。

　 したが っ て．災害時に は
一

人
一人 の ニ

ー
ズに対応する

こ と．そ の た め に も被災者 と援助 者 あ る い は 非 被 災 地 の

入たちと の 双方向 の情報伝遠シス テ ム が必要不 可欠 に な

る。実際，本震災下で は 人 か ら見た り聞 い た り した 情報

を 教 え て も らうな ど，市民同志が 有機的 に っ な が り伝達

する 方法に よ っ て ，有 効 に情報 をや りと りし，対 処 して

い る事 例 もみ られ た。これをヒ ン トに 本研究で は ，平時

か ら有機的に つ な が り個別的 に情 報 をや り とり し て い る

既存 の シ ス テ ム と して，郵便局 の 郵便配達 シス テ ム に 注

目 し，こ れ を災害時に 応用す る こ とを考 え，シ ス テ ム の

構想 とそ の 実現性 に つ い て 検討す る。

　 昨年は 本提 案の 概 要 を 述 ぺ ，全体像 を 速報 した
2｝
。本

論文で は郵 便 の シ ス テ ム お よ び 阪神 ・淡 路 大 震 災 の 郵 政

関 係 の 状 況 を，郵 政 省の ヒ ヤ リ ン グお よび 文献 3 〜15か

ら明 らか に した。加え て，当地 の 郵 便 職員に 対す る ヒ ヤ

リ ン グか ら被災地郵便局の状況を明らか に し，エ ン ドニ

ーズ部分を 中心 に，本提案の 有用性 と実現性を検 証 した。

2．郵便局を防災拠点とする情報伝蓬シ ス テ ム の構想

　郵便局 を災害時 の 情報拠点とす る場合の 特徴を表 1 に

示 す。
　例 え ば郵便局舎 に焦点を あ て る と，国 営 で 全国均

一
の

郵政事 業サービ ス を提供す る 局 舎（平成 10年3月現在．全

国 で 24，693局）は．郵政省独自の 規準で設計
・
建設さ れ る

ため，一
定の 耐震性 が ある。ま た 局 舎は各地 で 平均 的 に

分散，立 地 し て い る 特徴が あ る
lt ］

た め，身近 で 全国 的に

もバ ラ ンス の とれ る 必 要があ る防災拠点として の 要件を

有して い る。もち ろ ん，郵便局は過疎地も含め全国3．232

市町 村全 て に 設 置 さ れ，国民 に 最 も身近な 国の 窓 ロ 機関

と して 地域社会 に 定着 して い る
7 ）

。 さ らに公的機関で あ

る た め，災 害時 に必 要 な個 人 を特 定 す るよ うな情報を扱

う に は適 して お り，近 隣局からの 応援態勢が と りやす い 。

　 ま た，郵 便業務の た め の 独自の 郵送ネ ッ トワ
ー

ク．為

替 貯金 ・簡易保険業務の ための 通 信ネッ トワ
ーク を構築

して お り．業務運行 の ため の
一
定 の 災害対応能力 も保有

して い る ．この ネ ッ トワ
ーク を使 っ て ，被災 地 の 状 況 を

全 国 展 開 させ る こ とが可 能で あ る。
　 さ ら に，郵 便配達員 に 注 目する と，配達員は地域の 地

理 状況 な ど に詳 し く，また集配郵便局に は郵便物 を各家

庭 に配 達す るた め の 住居 人の 記 録 で ある 配 達原鯨（道順フ

ァイル）が 整備 さ れ て い る。配達 原簿は郵 便 局 が 独自に作成
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表 1　郵便局 を災 害情報拠点とする 場合の 特 徴

した もの で あ り，役所 に ある住民台帳と異な り，住民票
が な くて も郵便物が配達され る 限 り記載 され る 。
　こ う した郵便局の 平時からの シス テ ム で ある 特徴や 資

源 は，災 害 時 の 防災拠点と して 他の 機関 と比較 した場合，
有効な メ リ ッ トで あ り資源 となる と考えられる．そ こ で ．
これ らの メ リ ッ トを活 か した 郵便局 を防災拠点 とす る 災

害時の 情報 シ ス テ ム の 流れ をま とめ た の が 図 1 で ある 。
’

こ れ は，被災地 と非被災地 との や り と りか ら，被災地

内で の 被災者 一人一人 との 対応 も想定 した シス テ ム で あ

る 。 図 1 に は阪 神 ・淡路大震 災 で 必要 と され た 情 報
t」

に

つ い て も盛 り込んで あ り，被災 者 の 生 の 声 が 全 国 に 伝わ

る，被災者ニ ーズ に対応 で きる など．阪 神 ・淡路 大 震災

で 問題 となっ た多 くの 事項 を解決 で き る もの とな っ て い

る。本 シ ス テ ム の うち，被災地域内 に あ る避難所や公共

施設 か ら全国 に向け て の 情報発受信に つ い て は，阪神・
淡路大震災以 降様々 な 提案が な され てお り．そ れ らを活

用 す る こ とで 代替え で きる 部分 もあ る。例え ば，神戸 市

が構築した災害対応 を情報面か ら支援する 「神戸市総合
情報 通 信ネ ッ トワ ーク （こ うべ 防災ネッ ト〕」

1 ’：；

や ，
N1［rが 提案す る 自治体LAN と非 被災地や ，被 災地 内 で ネ

ッ トワ
ー

ク形 成が 可能な場所 （出張所，避難所 とな る公

民館や学校など》 との 情報流通 で あ る。

　しか しなが ら，情報機器類 を用 い た この よ うな 提案は ．
情報 を受 信 す る に も発信す る に も機器操作が 必 嬰 な ため，
物的環境と して 機器が必要に な るだ けで な く．人 的環 境

と して 操作方法を理解 して い る こ とが 必 要 とな る 。した
が っ て．操作方法 を 習熟 して い な い 大 多数 の 被 災者，特
に高齢者な どの 災害弱者が 取 り残 され がちで あ る。ま た，
本震災級 の 地 震 が 発生し 大被審 を 受けた 場合，避難所 で

生 活する よ うな 集団 の 場合は まだ方 法 も考え られ る が ，
戸 建て 住宅で 生活 す る被災 者など個人的な対 処で ネ ッ ト

ワ
ー

クへ の 憎報流通 に参加 す るの は大 多数の 被災者 に は

難 しい。した が っ て ，これ らネッ トワ
ー

ク に 情報 を供 給

した り，これ らネ ッ トワ
ー

クか ら情報 を配給す る た めの

新た な シ ス テ ム がエ ン ドニ ーズと して 求め られ る。そ の

シ ス テム は災害弱者 を含む被災者 一人 一人 に 対応可能で

な く て はな らな い ．そ こで ．本構想案の うち 被災者
一

人
一人 に着目した郵便配達員を 媒介 とす る 情報伝遠 シス テ

ム に 焦点 をあ て ，こ の 部分に 絞 っ て 考察を 深めた 。

3．被災者一
人
一

人 と郵便醗達員を結ぶ情報伝達

　　シ ス テ ム の提案

　郵政省を含め た 郵便局全体 の し くみ と特 徴 を概 括 す る。
郵便局 （平成 toge8月現在，24，699局） には 普通郵便局

「tl

と特 定 郵 便局
it”，簡 易郵便 局

it−1
が あ り，それ ぞ れ 集配を

行 う集配局
齢

と行 わ な い 無集 配局
「E”

が ある。これ らの 郵

便 局 は郵政省 を基点 として 12の 管内に 分ける地方郵政局
お よ び沖縄郵 政 管 理 事 務所 の 管轄下に お か れ て い る。各

郵便局は，地域事情 〔人 口，行 政 区 域，管轄 の 範囲，地

f
…

廱 ］ …… … ’” 一…一’〆　　　’　　　’　　　’　　　’　　　” ’　　’　　”　　　「　　’− 9　　’　　”岬’一’鈩’‘’一
提　　 　 の

郵便局

　　、
凾

，　　　　　，
行　他

政　地

椴 域

閑 惰
惜 報

報

．　 畷駐蝋 省
が管轄 し，耐震性，耐
火性な ど独自の蕊準が

ある
・各地域は配遼区に分け

ら扎 ひ とつ の配還区

を特定の 配達貝が，受
け縛ち ，郵便を配 る
・各世帯の 寂族な どを記

載した配遷原簿がある

「　　　　　■　　　　　■　　　　　●
ポ　応 　行　他

ラ　縵 　政 地

ン　曷　機 域

テ　員　関 情
｛　　 情　報
ア　 　 報

．齷齪 芒く，齦
の こ とも道や 塘理の こ

とも詳 しい

【郵便局の 特長】
・誰で も利用す る施設 な

の で身近に感 じる
・一定 の範囲に必ず 1つ

はあリ，全国的に 同じ

提能を持 ， てい る

o 凾・■■
行 生 安 相 催

政 膏 否 瑛 し

機 惰 情 窓

閥 報 報 口

備
報

全

国
圍

郵

政

省

・

行

政

集 配 局
オ ン

磊i臨闇
韻

配局 鯉 慰 滌鬆

羈 ，外国

　人の ための情

輙手段 が 欲し
　 い

・身近 な橘 輟趣

　点 が欲 しい
・
避 難所以 外に

　も災雹対策樋

点が欲 しい

囓
【情衄：咽

’
】

・
仮設住 宅に関

する情 報
・自宅の被害程
度に 闘する情
載
・
ホや食判に 関

する情報
・
健康に関す る

情 報
・
今　の 情報

圃

毒疲
　 災　災

　 地　者

　 惰　の

　 報 妻
　 　 　理

　　！
　　！

無

．

【摘礫 配拠点 と して】
・
各無集配局や行政機関
からの 情報を整理し，
被災者や 他地壊に提供
・各集配区の状況 を把握

し．局員やボラン テ ィ

アの 人数の調 整と管理

【  ネ ッ トの拠点 ｝
・自療発電や衛星通信を
配僞 し．他地 峨の 郵硬
局や

’霤
政 との

． 「 ． ■
応 　ポ　被 地

援 　ラ　 災 域

要 　ン　者 の

請 　テ 　の　情

　　イ　要　朝
　 　ア　 置

　 要

　 請

【市民 か ら情輟収集】
・
集配禺か ら派遣 され た

配達員とポラ ン テ イ ア

が地域をまわ り．熨否
や被害状況を烱 ぺ る

【市民 へ の精輟提供】

市民か ら集めた忸紐．
や要望，祭配局か らの

情報 を整理 し渦示板や

ミコ ミなどで市民に戻す

，．▼呷「
惜 安 生 皷 被

報 否 活 害 災
二 懾 情 情 暑

1 輙 報 報 の

ズ 　 　 　 　 要

　 　 　 　 　 盈

し，＿一＿，＿，＿，＿＿，＿＿，＿，＿＿＿．，＿，＿，＿，＿＿’’一’　　’　　”葡’　 　”印’讎，一，

馳哈
1、
馳、
亀、
亀、
亀鴨
馳鴨
馳、
1、
馳も
馳魅
1、
亀腎
嗜「
馳亀
馳、
●、
亀、
亀、
馳蒐
馳、
ヒ、
隆、
亀、
O覧

図 1　郵便局 を防 災 拠点 とす る情報の 流れ
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形な ど） を 考慮 して．郵 政三 事業 ｛郵便，為替貯金．簡

易保険〕 の業務が効率的に 遂行可 能な よ う に設 置 され て

い る。集 配を 行 う集配局の
一

局あた りの 平均外務職員数

は，集配普通局で 42．8人，集配特定局 で 5．4人 （昭 和 60

年 現 在 ） で あ る
zaT。

　次 に ，郵 便配達の しくみ につ い て 知る 。 各地域 は配達

区に 分け られ ひ とつ の 配達区 を特定の 郵便外務員 （郵 便

配 達 員 の 正 式名称
n ）。以下 ，配 達員と呼ぶ ）が受け恃ち

郵 便 を配 っ て お り，通常で 1区約 1，500軒，1 区あた り

5 人 は 通区
’LH

し，一人 は 3 区 を通区 して い る。3 〜4 区

で ひ とつ の 班 を 形成 し，9 〜IO人が配置 され て い る。そ

の うち．4 人 が 逝常 の 配達，残 りは速達担 当や 休暇 要員

とな り．ロ ーテ
ー

シ ョ ン を 組ん で 郵 便 配 達 を行 っ て い る。

こ れ に 補助として ，ゆう メイ ト （ア恥
’
仆 ｝ が加わる。tt’　！t

　郵便配達員は 郵便配達の ため に 作成さ れ た配達原 簿 を

元 に配 達 し．配 達員の 担 当区域 が 決 ま っ て い る た め．区

域の 道路状況や 住宅構成，世帯，居 住者な ど地域の 状況

を把 握 して い る場 合が 多 い 。
　 こ の 郵便配達員 の 特性を活か した施策が既に い くつ か

実施され て い る 。 擾祉分野 で は 過疎地域 で の 高齢者 の 在

宅 福祉 を支援す る 「ひ ま わ りサービ ス 亅
1 ° 1 や，独居老人

に対 して 肉 をか ける 「声か けサービ ス 亅
3 ：

が あ りEl °

，市

民の 状況 に 応 じて 配達員 と市民一人一人 が 応対 し，地域

と密着 した 関係 を築き つ つ あ る。また．郵便配達員が毎

日地域 を ま わ っ て い る 特性 を活か し，郵便業務上 発 見 し

た 道路破損状 況な どを 自治体 に 報告 す る施 策 も行 わ れ，

地域 を知 る郵 便配達員の 情報が地 元 に役立 っ て い る 。ftt1

　 こ の 平 時で の 邸便配達員 と市民と の 有機的 な っ な が り

を災害時 に活用すれ ば，図 2に 示 す よ うな 情 報の や り と

りが 被災者 と郵便配達員の 間で 構築で きる と 考 え られ る。
災害時 に は，郵便配達貝は 担当区を ま わ りt 区 域 の 被害

や住民の 被災状況，安否確認、移転先な ど破災地住畏の

情報を 集め，区域 の 郵 便局に持ち帰る。また，被災地住

民も知 りた い情報や 困っ て い る こ となどを郵便配達員 に

伝え ， 郵便配達 員 は被災者の 要望と して 郵便局 に 持 ち帰

る．阪 神 ・淡路大震災 に お ける 被災者 の情報ニ ーズ には

図 2左上 下枠内 の ように ，避難，自宅 の 被害程度に 関 す

る 内容，仮設住宅 に 関す る内 容，医 療 ・ラt7itン・交通，

健康 に 関す る情報な ど多岐にわたる 生活情報が あっ た。

　これ らの 集め られた情報は整理 され．被災情報や 被 災

市民 の 要望 と して 非被災地へ 伝 え られ，そ の 結 果 配 達 員

は被災者 に 対 し通常の 郵便物 の 配達は もち ろ ん，必 要な

救援物資 の 配達や 生 活情報な どを 伝えた り，高齢者 な ど

災害弱者 に 対応す る 。また，必要に応 じて 区 域に 有益な

情報は 区域内の 郵便局に掲示 して提供し，被災地 外か ら

戻 っ て きた 脩報 に つ い て も区域住民に 還元す る。
　 以上の ように，郵便記達員が 情報や 「も の 」 を直接被

災者 に渡 し，コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ンを と る こ と によ っ て，
被災者や 地 域の 実情 に あっ た対応が可能 となる 。

4．阪神 ・淡路大震災の状況による本シス テ厶 の検証

（D 検翫方法

　こ れまで 述べ た提案の 有用性と実現性につ い て，阪神
・淡路大震災時 の 現場の 状況か ら考え て み る。

　まず，配達 員 と被 災 者 とのや りと りの 方法 につ い て，
図 2 に 示 す 「被災者←配達員く配達員が情報提供する 場

合〉」「被災者 → 配達員 く配達員が情報収集す る場合〉 亅

に 分け て ，具体的な方法を整 理 し ， 各方法の メ リ ッ ト ・

デ メ リ ッ トを明 らか に して 考察 した。それ を表 2 に示 す。
　次に ，阪神 ・淡路大震災の 郵便局の 状況 に つ い て ，ヒ

図 2　被災者
一

人
一人 と郵便配逮員を 結ぶ 情報伝運 シ ス テ 厶
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裟 2　本情報伝達 シス テム の 内 容とそ の 方法

者邏

　 　 　゚　　　　 の

災配
・
生活情報等地域密着 の 情報の伝

　 　 　 L り　　　　　　　 い　、　 こ

　災者に 憎 逮員が 口 頭で 　答する 〔応
報 ・

必要 品　　　 は 　め 　一　る）

・
　　 　　　　 の ニ ー

ス こ　 　　．　　 、　 の・提供す る 情報が限られ る。配運員の 作業 時間の 負担 が増 大する

↑貝 を提供す る
配が

還情

逮・高齢者
・諏害者等災害 弱者 対応

。垂懸轍讒
黼 毓 す）

・
多量 の 転送郵便物の 対処

宅へ の 全戸配遠 を
す る

　゚ 　
卩
　 よ　 　 　 凡　。　 　 　 　 　 こ囚 　 こ・画一的な 情報　　　　　　　供 とな る。配 達貝の 　業．時間の 負 ＿が増大する

員報

て ある

情報提
供用紙
を 配布
する 。

じ適宜提 供する 。
の 　　 こ　　

・
　　 ”　 エ　　　　　 。　 ’　　 々　の ニ

ー　こ　　で 　　。
　 　　 　 　 配達員の 作業，　　　　　　　　　　　　

’
聞の 負担が あま り　大 しない．

　　　　　
’一

な　 　 　 な る．　 匸

　 　 へ 　 できない 臨 が ある

提
供
す
る

場
合
V

二　　 　　 丿 ’
　　　　 の 　　，　　　　　　　　　　　　　 よ 、．・
　
一
　オ　　　　 とな る．　　　　　｛　　 に　た人に 　

鹽
れ る

い て 情默
必要品を提
供する． 懶え 付け，

提供する ．

こ　　　　　　　　　一
　 そ こか ら櫛報を

’
　　　　 の 　　．　　 の 　　　　　　　　　よい 。　　　　 ．
響 繍 聽麗飃ダ灘 齲皺 局、、来た入。 限 、。 る
　　か らの コス ト　　 　 　　 　　 　　 　 が 　　 　る’　　　　　　　　　　　 の　　　の

『
達
・高齢者 ・障害者 等災害弱者対応
｛必饗な もの ，情報を流す）

（仮想郵便
局）を通じ
て 忸報を提
　　る

　 ツ　 ワー　一　　 て，
子 邸便局 にア クセ スする人
に情報を提供する．

・
　　 　 の 　 　．　 　 の 　 一　　 　 　　 　 写 い ．　 ’

　　 の

に対 して も被災地 と同
一の 情報 提供が容易になる。

糶 薯騨鵬 隴 騾繕美鞴 覊 籐

糶
「 　 ・　　　 々

人の ニ ーズ
を避難所等
で 収集す る

し
　　　一
に 口　　 る

　゚　　 の　　．　　 の　＿　　　　　　　犀 い．・
　　　　 の 　　　　で の 　　の　　　の 　　が　　　　。災

胡

　収

・　　 の

鸛 勤鸚灘
康等多岐 にわ たる生活情報）

：篋驪 薯
認

　　　　　　 一
際 に 災者か ら情報を囲き
　 る．

・
　
・
　 　 々 　 の ニ

ー
　 こ　　 、　 　の 　 、い 　 　　 　 で　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 る。・逮　　　 の作業，時間の　　　　　　　　　　　担 が増大す る．情報収槃 後の 郵便 局側 で

の　　 の　　　 の 　　　璽　　 　　 　　 　　 　 　　 　 す る
遠悄
員報

畧箏

　 　 　 ；

災者 から寄
せ られる情

直接情報
り

こ　　　　　・　　 、り

　 集する （聞き取
　 へ の　

噺
　　 。

・
　 　　 々 　 の ニ

ー
　 こ　　 一　 　の 1 、い　 　　 　 で 　　。

讃瀦貍
局 へ

無
た
仔

隴 さ描 （郵蝸 へ るこ と軻 能

撃
　か ら収欒
　 る．

　 ツ　 ワー
局 ｛ 想郵便勵 へ 晋込ま
　 る　 　　 、

’
　　　　 の　　，　　　　　　　　 ）　　　 3 い ．・
　 朝が パソコ ン等を所有する 人に限定 され る （パ ソコ ン等 の所有
　　 　

，
　　オ　　 に　　 さが　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 る｝

の

他

・　　 の

麝 難儻 困。 てい。 、と
　 （湿難，自宅 の 被害程度，仮 設

騰多臨 貔 法翻
健

・移転先の 　昭・　　 の

が情報 を収
集す る。

　 　 　 　 　 　 　こ　　 ，
域の 状況 を把握するための

情報を収集す る．

●　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 」　　　　　　　　　　　　　　　●・慟報収集後の 郵便 局側で の 情報の 整理等の 処理が増大する。

の　　．　　　　　　　　　 τ　．　　 3　　　　　 で 　る

蠏 霧
購 か ら の飆 者嬲 櫨
情報を収築する 。

：
  桁 政側か ら嬲 する 情報  らせ 》に腱 される ．

ヤ リン グ調査 を実施し， 神戸 中央郵便局，長田郵便局，
灘郵便局 の 震災当時の 状況 を明 らか に し，エ ン ドニ

ーズ

の 部分を中心 に本提案の 有用性と実現 性に つ いて検証 し

た。ヒヤ リン グ は郵 便局 の 職員で 阪神 ・淡路大震災 を経

験した当時近 畿郵 政局．神戸 中央 郵便局．長田郵便局，
灘郵便局 に 所属して い た役職者5 名に対 し行っ た （1999

年 3 月実施）。 ま た，ヒヤ リ ン グ内容 を確証す るた め に，
あ わ せて 文献 12〜15を補足資料 と して 用い て い る 。
　本諭で は，図 2 に示 す 「被災 者 → 配 達員く配達員が 情

報収集す る 場合〉 」 （図中左上〕 と 「被災者←配達貝く

配達員が 情報提供する 場合〉亅 （図中左下）の それ ぞれ

の 項目を中心 に検証を試み る。

（2）防災拠点 と して の 郵便局の 可 能性

　　　　　　　　　　　　　　　　（図 2　 15に つ い て ）

　イ ン タ ビュ
ー調 査した，神戸中央郵便局 ， 長 田 郵 便局，

灘郵便局 の 本震災下で の 郵便部門を 中心 と した 状況 を ま

とめ る と籤 3 の よ うにな る．
　 3 っ の 郵 便 局 を 比較 し た 結 果，神戸 中央 郵 便 局 の 事 例

が 示すよ う に，構造安全 性が 高 く，貯水櫚が十分に ある

な ど局 舎 を災害に 強 い 建 物 と して お けば，防災拠点 と し

て 活用が可能で ある。今 回の 神戸中央郵便局で は，電気，
水道 ， ト仆，風呂が 使え たりと，2劃 の 局舎が壊れなが ら

も，残 り 8割 部分 で 使 用 に十 分 耐 え る こ とが で きた
12 ：

ため，郵便局職員は さま ざ まな活動を行 う こ とがで きた。
　
一方，長 田郵 便 局 は 局 舎 の 3分の 2 が使用不能 とな り，

発災直後 に 業務用の 場所確保 に奔走した。本事例で は 空

地など を借 り何 とか 場所を確保し，IH21日か ら投入 され

たス ベ ースポ ス ト号 とあ わ せ て 業務が 執行 で きた。
t ： 1

　灘郵便局 はそれ ほ どの 被害はなかっ たが，1月 IS日時

点 で は水 道 が 出ず 電 気 は つ かな か っ た が，近隣 の 怪我人

の 応急手当を行 っ た．4 ，

局舎に 被害がな く余力が あれ ば，
地域対 応 も可 能 で ある こ と を示 唆 して い る 。
　 将 来 に対 し．局 舎 を防 災 拠点化する 必 要がある と 考え

るが，郵政省で は 局 舎を独自の 規準で 設計 ・建設 して い

る の で，局 舎の 耐 震性 を上 げ，防 災 拠点 とす る こ とは そ

れ ほ ど難 し くない 。 実際，郵政省で は本震災後 に既存局

舎の 災害耐久度 を チ ェ ッ クし，不十分なもの につ い て は

補強工 箏を行い ．新築する 局舎は平 成 9年 2月 に改 正 し

た新基準で建設して い る
71
。なお，ス ペ ースホ ス ト号 は，

震 災 当時 全 国 で 1台 しか な か っ た が．現在 は地方郵政局

に各 1台配備さ れ．本震 災 以 降の 災害や事 故 で 活躍 して

い る。E ；

（3）配達業務からみ た可能性　（図 2　10，13に つ い て）
a）郵便物 ・救援物資の 流れ につ い て

　発 災直後の 郵便局 の 状況 を み る と，神戸 中央郵便局で

は 震災当日の 1 月 IT日に は 郵便 窓 口 を開 け．平常通 り業

務を執行 して い る 。 実際に 郵便物を受け付け，人も郵便

局 を 訪れて い る 。 郵便配達 は 17日に震災前日に入 っ た速

達郵 便 物を配 達 し，18日に は 取集 業 務 を再 開 して い る．
発災後 3 ．4 日間は被災地 に ほとんど郵便物が入 っ てお

らず ，郵便 局 に 人 もほ とん ど来な か っ た。t1 ’

長 田 郵便

局で は，郵 便物が入 っ て くる 1 月 2旧 まで は郵 便配達 は

ほ とん ど行わず，前 日まで に 入 っ た速達の み配達 して い

た。21日に は窓 口 営業取扱を始め，到着郵便物 の 交付や

小 包郵便物 の配達 を始め て い る。IS ，

灘郵便 局 で は．郵

便物関係は地震発生 か ら 1 週間の 1 月24H 頃ま では 鰺か

だ っ た。1週間 を過 ぎた 頃 か ら，お客 さん の 方か ら灘 郵

便局 に 郵便物を取 りに 来る よ うに な っ た。震災当 日の 1
月且7日は，収集 は夜 に一

回 ポス トを開けられ る もの の み

行 い ，翌 日18日に は窓 ロ 営業 を開始 して い る。引

　 餬 査対象と した 郵 便 局 の 状況 を見 る と，震 災 当 日か ら

平常通 りの 窓口 営 業 が可能で あ り ， 被災地へ 郵便物が 入

り，窓 口 が 混雑す る ま で の 発 災 後 4 日〜1週 間位 まで の

間 は 比較的 余 力 が あ る。少な く と も こ の 期間は郵便配達

員 に よる 平時 か らの 顔 の み え る つ な が りを活か した 市民
へ の 対 応 が 可 能で あ る。本 震 災 で は 発災 1 週間を 過 ぎ る
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表 3　主な各局舎の披災状況
・職員状況

1尸
1
一

1
｝

1
一 ■　　　　　　　　　　¶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　■ ：　　　 ：　　　 ．　　　　　　　　　 ，　　　　　　 ● ，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9　　　　　　　　　　　　　　　，

つ い て 下1階．延床面 級16，τ05  下L階，瓱床面 積7．6go  下 1階，延床面榔 ．498 
新館 ：現本 館 ；RC造，昭和 55年竣 工 ．地 上 3階，

地下 1階，延 床面櫛 ，573 
2762  

の o　　冖 ■一 ・　 　　 ほ 記 0 ％　 　 で 　 二

譲害状 ・
局 舎フ 囗 ア の 東側 2 ス パ ン （全体 の 約

・
局舎 の 約 3 分の 2 が使用 不能 ｛窓 囗及 び主 婆な ・水道が出なかっ たが．地下に ある

況 　2割｝ が使用 不能
・各階事 務室 の 壁面 がはがれ．亀 裂発生 翼騰 捫 轟鸛櫨 黎躍

黼 二 貯水 槽か ら水をパ イブで汲 み上げ
て使用 した，自家発 電が働 い た

：禁妻駑2耀翻贈 185本中撚

・ボス トは U9 本 の うち12本 が使用不 能・職員の 自宅　　　　　　 全壊全焼32戸 〔内ゆう メイ ト6戸），
が 飩爾不能 半壊 半焼30戸 〔内ゆ う温仆 6戸），一部破壌3且戸

・
…舞騰 鬟譱購 ll鶸 灘 翫 、7ig

幽
離 ＝ 蔀立入禦正措置

’”
　 　

幽凾
　

響…−響

で現地 で判 断 1／20 近 畿郵 政局建築 部よ り重点対策局に 指定・1ハ 8朝 　 趣設会 社 が復 旧工 亊 （東西 に 1／21近畿郵政局蓮築部に よ り構造調査
耐震壁の 工 馴 を 爽施 且ノ23 本省建築部に よ り 旧館解体 正式指示・2！25　修復工事 完了 （東側2ス パ ンの 使 1／24 旧館部分立 入禁 止
用 禁止） 2／3　本 館 ・新館 切離工 事

2！9　 日館閉鎖
4！器 　　　 　　　 （　 　　

古

： よ ： 3
ガ ： 14　　　　　 4　　　　　 10人） ： 1人 （

’
　 　 》　　 　　 ・’　 の 　　 4

腎 ・
　　 の 一

　　　　二　　 匠 ・　　 の
一

　　　 に　　， ・1 口　　　　　　　 る
の 復輿 は．新大 阪局 ・大 阪小 包 局に移管 し． に移転 し．通常配逮業務を 執行，その 他の 郵 便 ・2／6には業務 運行 回復
伏況 ・

；帚踏 盤鬻繍欝 昼覊 一・騨 謡覇 蘓 髑 贓 断じ灘 。
一

した仮 局 舎 （業務 棟 ）で 爽施。運送 便 は 集 配 藁務 を囲始 （兵庫局で の 業務は終了）

平常ダイ ヤに復帰 ・li！20 旧鴿の 取壊し部分に仮局舎を設 置 し．全・6ハ 9　仮局舎 （栄町 窓囗棟 ・
脇 浜町 業 業務を 聞始

務棟）の 全面 完成 に併せ て，神戸 中央
が 　 　　 　し　 　　 　を

の
■
　且　17　　　　　9　　　こ　　　，　　口　　　　　疊　　　　　　

1 ・且．18〜120 　　 ロ　 よ　 　　 の み 　　 gl 　 l ｝ ・　　　　　　　　　　　　　　・
檬子

薯漁 た羅  鸚 蠶爨報
ら郵便物到着，忙 しくなる ，1！27は小包到着が
ピーク とな り7．000個 到若．V21にス邸

一
スポ卦 腎

1週 閥迄は 静かで あ っ た。1週間
後 の 且／24頃 か らお客さん の 方か ら

レ 28〜は 1万 飼を越え て到着するよ う
にな る

を胴設 したが．地 震後 1 週間は静かで あ っ た。
それ 以降は どん どんお客さん が増え，対応が大

郵便物を取 りに 来た り，証明番確
認な どで混 雑が始 まる

と霞る
一の ・　　　　 ：つ い ・

　　　 こつ い　　 1　　　　 同 ・　 　 　 こつ い 　 　 Il
状況 18人 ，ソ IBには 半数の 70人程 度が 出勤 i！18は 13人，ソ1§は 26人．且！跚は22人，1！2且は 中約 幡 人が 出勤し，翌日レ 18に は

　し，1／19謁0ともに同 じく70人程度が 出
勤した。　　　　 1／23に は ほぽ全員 出勤 した・
職員居 住地別 状況 は，全別 1人 中

・轢 驥鞴飜 讖鬻纛
30人が 出勤する．震 災後 1週簡 で
ほ ぼ全貝が 揃っ た

神戸市 445人62．誂，芦屋市6人 1．胱． 早か っ た西方面の 居住者が多か っ た．長 田区居
西宮市 22人 3．腐．県内202人 2＆．．鴾 ， 住者 は 約 Io％

36　 5．0窕
’
　 ・　　 　　 　 、b 　・　 　　 　　 　 こ よ

・121 ：21　　　 こ　 」の 　　　　 ：．Zl ・
　適　24〜2　　　　　　‘　　｝り　　　　　20

員の 伏
況

1！21〜1！29に合計 720人が応援 に来た
・地 敏 区分業務が な くな っ た ため，そ の

延べ 1，574人．単 入則 ，316人応援に来る ．ピー
クは 1／29で 315人 で あ っ た 、驥 軅 騨 1鷹2灘

仕 事 を して い た 郵 便部 の臓 員を他の 仕　甲 大阪よ り毎 日1冒7人 の応擾が来た

あ た りか ら，救援物資が被災地 に大量 に入 り忙 しくな っ

た が．被災地外か らの 応援 も これ にあ わ せ る よ う に 投入

され た た め．忙 し くな る 4 日〜 1週 間以 降は，応 援 を受

け な が ら 本提案を継続す る こ と も可能で あ る。
　本震災で は，平時 は神戸 中央 郵便局で 行っ て い る 地域

区 分業務を，翌日 1月 18日 に は被災地 域外へ 移管した．12s

そ の 結 果．通 常郵便物 は新大 阪局 を経由 して ，小 包郵便

物は 大 阪小包 郵便 局 を経 由 して処理 され，地域 区 分が済

ん だ 郵便物が 2旧 頃か ら
一

斉 に被災地へ 入 っ た。こ れ は

視点 をか え る と，被災地域 の 状況 を考慮 した郵便物量の

コ ン トロ ールが 可 能で あ る と い う こ とで もある。例え ば，
1月 20日以 降．神戸 市災害本部宛 小包 は，大 阪 小 包 局 か

ら直接市の 指定場所に 直送 され．大阪小包局を配達先 と

み な して 開箱 す るな ど超 法 規 的処 置 が行 われ た。また，
長 田郵便局で は局舎がつ ぶ れ．交通機関もマ ヒ し運 送が

難 し い た め，郵便物を 送れ ず ， 救援物資を中心 に大阪小

包郵便局や 新大阪 郵 便局 で 約 1 週問ス トッ プ した。
　 こ の よ うな対処 によ り，被災地の 郵便局だけで な く，
行 政 の負担も減 っ た と い え る。した が っ て．郵便 物量 や

郵送方法など意味 の ある コ ン トロ
ー

ル を計画的 に 行え ば，
本 シ ス テ ム の 実 施 が さ ら に可 能 で あ る こ とがわ か る。
b）職員確保に つ いて

　阪神 ・
淡路 大震 災 で は実際 に職員が どれ く らい 出勤で

き た の で あろ うか 。神戸中央郵便局で は 郵便配 達 を行 う

集配課 は 当時約 130〜140人 い たが，震 災 当 日 1 月17日に

は t8人程 度，翌 18日に は 半数 の 70人 程度が 出勤 し ， そ の

日以 降も 半数 の 職員は 確保で き，1週 間後の 1月23日に は

ほ ぼ 全 員が出勤 した。震災当日 に 集まっ た職員 はすべ き

こ と がな く， 夕 方 には 家に帰 らせ て い る。1Z ，

大被害で あ

っ た 地域に ある 長 田郵便局で さえ，局 全体職員211人 中，
発 災当 日 1月 17日は45人 が 出勤 し ， 18日は 47人，19日は

3分の 1に あ た る ？0人，1 週 間後 の 23日には 半 数 を超 える

158人（集配課は T割 を越える6Z人）が出勤した．固
灘藤便

局 で は 1月 17日は集配課の職員は約 2割が 出勤 し．翌 日は

約4割，正週間で ほぼ全員が揃 っ て い る。n・112

　 こ の 背景と して，神戸中央郵便局で は，1 月IS日頃 に

単 車 を職 員 の 通 勤 用 に貸 し出 して お り，そ の 結果 1 月 19，
20日頃か ら出動 が うま く い き，職員確 保 に役立 っ た。ま

た 長 田郵便局 も機動車を貸 し 出 し て い る。
　 3章で 述べ た とお り，平時 の 業務 で は ロ

ー
テ
ー

シ ョ ン

を組んで 郵便配達を行 っ て い る た め，配達員全員 の うち

配 達 1 区 あた り50％ の 配達貝が 通 区 し，通 常の 配 達 は約

40％の 配達員が行 う。制度化 され て いな い 中で これ だ け

の 職員が 参集 して い る 状況 を鑑み る と ， 法や制度を整え

れ ば，本提案を震 災 2 日 目以降か ら実施す る こ とが可能

で はな い か と考 え る 。
c）応援職員制度 の 導入に つ い て

　神戸中央郵便局 で は，応 援 が 入 る ま で は土 日も含め て

他部署 の 職 員 が配 達 を手 伝 っ て い る 。救援 小包が
一
斉 に

搬送 され た 1 月 21日以 降は，応援が 投入 され た。応援 に
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き た近 隣県の 郵便局職員は 水筒 ・
弁当持参．単車 に 乗っ

て 来た が，平常業務で 使用 して い る 単車とい う 「足1 ご

と来 る こ とが で き，被災地で 応援として 十分に効力 を発

揮した。特に 大阪市南部の 局 か ら来た 応援部隊 は配 達区
別 分 担 を指定す る などの 事前準備を した 上 で 来たため，
効率 よ く業務 を こな した。 1月2且日〜29日まで の 応援は

総合計 720人 に お よ ん だ。1 ！：

　長 田郵便局 で も同様で あり，応援が来る 1月 21日まで

は局内の 貯金 ・保険 の 職員が郵便配達を 手伝い．速達郵

便物 の み 配達 した e2 旧 以降に 来た応援職員は 小 包 要 員
と し． 1 月21日〜2月 1fi日の応援 は 延べ 1．5T4人，単 人 員

1．316人 とな っ た。
Is ）

同 様 に灘郵 便 局 の 応援 も他地 域の

応援職員が 来 る まで は 自局の 職員が 郵便配達を 手伝い ．
1 月Z4日〜27日は 京 都か ら同じ人が約 20人，1 月 28日〜
31日は 大阪か ら同 じ人 が 1TT人 が 応援に 来た．1；

　以上 の よ うに．被災地郵便局 は 郵便局が 忙 し くなる時

期 に合わ せ て 応援 を受け入れ，応援職員が 威力を発揮し

て い る。この 背景 と して ，他地域 の 郵便配達員で も，地

図さ え あれば遜色な く配達 できる とい う特微が あ る。tF　1：’

した が っ て ，震災時 の 郵 便 配 達 に は応援職員を，被災市
民 とや りと りする の は平時か ら親 し んで い る 当地の 郵便

配達員 とす る な ど．棲 み 分けを す る こ と も可 能で あ る 。

平時か ら郵政局単位 で 提携 の 郵便局 を決 め て お く こ とで ，
業務運行に も支障が少な くなる も の と考え られ る 。
d）業務負担の 軽減 に つ い て

　上述 したよ うに ， 神戸 中央郵便局で 行っ て い た地域 区

分業務 を震災翌 日に は被災 地 域外 へ 移管 したため，神戸

中央郵便局に ほ ぼ 2 フ ロ ア 分の ス ペ ー
ス と要員に ゆと り

が で き ， 壊れ た 局舎 2 ス パ ン分の カバーと 小 包の 作業所

な どが 発 災直 後 の 早期 の 段 階に 確保 で きた。let
今回 の

よ うに，地域区分局の業務 を近 隣 の郵便局で 肩代 わ りす

れ ば，被 災 地 の 負担を減 らす こ と が で き，本提案 の 実施

の 可能性が 高 まる こ とに な る 。

（4）郵便職員の 区域や 住民 の 状況把握か らみ た可 能性

　　　　　　　　　　　　　　 （図 2　2，6につ い て ）

　平時か らの 住民 との な じ みを 活か して ，本震災 で は住

民本人 か ら直接 の 被災状況を聞い た り，近隣の 人か ら転
居先 を聞 い た り して い る。また，地域の 被害に つ い て は，
郵便配達の ために 郵便局 員自身が 調 べ て い る 事 例 が ある。
こ の よ う に，本震災で は 自然発生的 に，郵便配達員 が被

災 住民 や 地 域 の 被 害に関す る 情報を収集して い る。
　例えば，神戸中央郵便局の 第三 集配課 S さん は，ほ と

んどの 家屋が倒壊 した自分の配達区へ 行っ て み る と，壊

れ た家の 周 りを人 が行 き来 して お り，そ の 家 の 人 が見 に

来て い た。長 く配達して いて 知っ て い たの で，声をか け

て 居場所 を聞き，転居届 を書い て も ら っ た り，か わ りに

書い て あ げた りして い る。1t ，

　また 長 田郵 便局で は，1月24日には 倒壊焼失など区内

状況 を色別 に地 図に 表示 して い る 。配 達 時 に 区 内地 図 を

持たせ て，区 内道路，家 屋等の 被害状況 と避難等 の 状況

を調 査 し，帰局後必 ず計 画抵 当 者 に報告 させ た 。 配達で

き る地域か 否か の 早期把握は，以 後郵便物 配達 業務 の 能

率 を大 き く左右した。ts ，

　さ らに，濛郵便局に おい て も 1月 20日 頃 に配達可能箇

所 の 詳細な リス トを作成 して い る ． 倒壊家屋 が道路 をふ

さ ぎ，容易 に 歩けない 状況 の 中を
一

軒一軒 訪ね 歩 き鯛 べ

た。そ の 際 に．郵 便 職員だ とわ か る と皆が集まっ て来て，
自分 の 居 場所 を 次々 に 話 すだけ で な く，「隣 の 人 は大 阪
の 娘さん の 所，住所 …　　に避難 したか ら転送して あ げ

て 欲 しい 」 と話しか け て く る事例 もあっ た。“ 1
本震災で

は邸 便配 達業務 の た めに 地域の 被害状 況を 独自に 調 ぺ た

が．将来的には 郵便局で 把握 した 地 域 の 状 況を他 の 機関
と共有す る こ とが 考 え られ る 。

　さ ら に 長 田郵 便 局 で は，貯 金 の 外務員も 1 月26日に顧
客へ 挨拶廻 り に 出かけ．1 月30日に 区内を調 査 し，2 月

t4日に再度営業活動 を蕪ねた区 内調査を行 っ て い る．　t
　：t’

　この よ うに．郵便配遠員 が地 域 状況 を調 査 し把握する

こ とは比 較的容易で あり，本来業務の 郵便配達に と っ て

も必 要な情報で あ る。実際，道路破損状況 を 自治体 へ 知
らせ る 施策

｝ ll
は 既 に実施され て お り，行政 と共 有 で き

る情報を 相互交換す る制度 を防災面で も構築する必 要 が

あ る。他の 機関 と事前に 協議 し連携を とれ る よ う に して

おけば，情報を有効活用で きる もの と考え られ る。

（5）配達原簿 （道順 フ ァ イル ）の 状況 か らみ た可能性

　　　　　　　　　（図 2　L5 ，12，13，14に つ い て ）

　平 時 か ら行 っ て い る 配達原簿 （道順 フ ァ イル ） の 整理

に よ り．担 当地域の 住居人 を把握 して い る。こ れ は 震災

後 に 出された転居 届 に した が い 継続 され．かなりの 精度

の よ さで 郵便物の 転送が 行わ れ た。

　例 え ば本震 災で の 事例を み る と，神戸 中央郵便局で は，
1 月 20日か ら転 送届 を受け付け，2 月 中旬に は 1 日当 た

り1．2DO〜t．500件の 受付 （普段 の 20倍1 とな り，平成 丁

年3月 末ま で の 転出．転 入 の 届 は26．200件 に 達 し，毎 日

の 郵便物の うち 転 送処理を す る も の は 2〜3％ が，20〜 30
％ に 急増 した 。

e2 ，
そ の 結果，震災後の 住所 の 把握状況

は優 れ て お り ， 各方面か ら感謝 され た。例 え ば．デパ
ー

トが民聞宅配 業者や 自己配達ル
ー

トで 発送 で きな か っ た

お中元 の カタ ロ グを 郵便局 で 出 した と こ ろ，全部あ る い

はほ とん どが配達 され，また，奈良薬師 寺 で は，2 月 中

旬 にお 見舞い の 手 紙を 送っ た と こ ろほ とん ど配 達さ れ，
感謝 され た な ど の 事例 が あ る。151

こ の ようなこ と は．
公的機関の 各種書類送付に 際して も同様で あ り，例え ば，
税務署が 所得税確定申告用紙 17，780件を平成 7年 3 月 1
日 に 発送 し た と こ ろ，ほ と ん ど帰 り 戻 りが な く，ま た，
神戸 市は市外転出者 の 半分の 5万 人は住所 が わか ら ない

まま 郵 便だけ が 届 く状況 が続 き，転送を 1 年で 切 ら れ る

と困 る状態だ っ たと神戸市幹部は 述懐 して い る．lS ）

　こ の 配 遠原 簿 を利用 して 災害時 には高 齢者 で あ る と か t

障害をもっ 人で あ る とか，日 本語 に 不 自由な 外国 人 で あ

るな どの 情報と合体 で きれ ば，将 来的に は優先的に 救出

や 援助 が 必要な 人 が わ か る など，発災す ぐ に有効活用す

る こ とが で き る と考え られる。
　本震災で 郵 便局 が 被 災者 の 移転先情報を唯

一
把握する

機関で あ っ た こ とに つ い て，広 く行 政 な どで 使え ない か

と感 じた 人が 当時 の 関係者 に多 い 。

Iz、ls｝・「e12
本震災で

は神戸 申央郵便局 は 避 難 先 名簿 を市 役所か ら 入 手 し配達

に役立て た が，上記の 公的機関の 現状も考え あわせ る と．
情報 の 相互 交換が 必要に な る。事前に 協力体制が整 っ て

い れ ば，よ り効果的な利用が で きたと考 え られ る p

（6）平 時か らのN 達 員 と地域の 関わり方 か らみ た可能性

　　　　　　　　　（図 2　7，8，9，12，13に っ い て）

　郵 便 配 達 な どの 平常業務の 他 に，先に述べ た平時から
の 取 り組み で ある 「声か けサービス 亅 や 「ひ まわ リサー
ピ ス 亅

za’°

は ， 高齢者が多 く 人口 の 少な い 地域で は 郵便

配遠員 と地域住民が顔見知 りで ある こ と，郵 便 配逮 員 は

毎 日地 域 を 巡回 して い る こ とを利用 した施策 で ある 。

　神戸市は 人 口 の 多い 都市部で ある が，ヒ ヤ リン グ に よ
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る と，平時 に 配達員が 住民と顔見知 りか どうか に つ い て

は，「マ ン シ ョ ン は全 然 わ か らな い が，商店 街 は わ か る。
一般 家庭 で は お 年寄 りはわ か る 亅 とコ メ ン トして い る。
郵 便 局 に は 郵 便 以外の貯金や保険の セ ク シ ョ ン に も 外務

職員が お り，平 時の つ きあ い か ら独 り暮 ら し を して い る

な ど地域の 人を 深 く知っ て い る場合が 多い 。 例 え ば 神戸

中 央郵 便局で は．1 月 18日に 保険の 営 業が で き．る 状 況で

はなか っ たの で，保管 して い た勧奨用物品などの 物品を

全部集めて，手分けして お客様の お見舞い に 行っ た。ま

だ 訪ね る 人 が 少な い 時 期 だ っ た の で 「よ く来て くれ た亅と

喜ばれ た り．物品で は タ オル が あ りが た が られ た り．意

識 して 訪ね た独 り暮ら しの 人の 話 し相手 を 2 時間す る な

ど，地 域の 人 に 歓迎 さ れ て い る 。
隠 1

こ れ ら の 事例 は，
配遠員か ら被災者 に情報 ・必要品 を提供す る 方法 に 相当

す る が，本震 災 で は 自然 発 生 的 に行 わ れ て い る q

　 こ の 事例が示す よ う に，日頃の つ きあい を活 か して 独

り暮 ら しの 人を優先的 に 訪ねる など．災害時 には被災者

ニ
ーズを把 握 し．災害弱者な どの 援助 が 必要な 被 災者 に

対 して．情 報や 「も の亅 の 受 け 渡 しが行わ れ た 例が あ る。
制度を整 え た 上 で 実施す れ ば，阪神 ・淡路 大震災で 問題

「

とな っ た 避難所へ 行 けず に在宅の ま ま と な っ た 災害弱者

に 対 して も対応 可 能 で あ り，避難場 所に左右され る の で

は な く，被災 者
一

人
一

人の 顔が み え る 形 で の 対 応 が 可 能

とな る 。 特に 高齢者 と過疎地域な どの 人 口 の 少 な い 地域

に お い て，本 提 案 は よ り効 果 が 発揮 さ れ る こと に な ろ う．

（7）被災者の情報 ニ ーズと配運員か らの伝達 の可能性

　　　　　　　　　　　　　　（図 2　4，11に つ い て ）

　 長 田郵 便 局 で は．2 月 IO日〜3 月 31日の 問，郵 政 局 が

槽談 コ
ー

ナ
ーを開設 した。また，保険の 職員は 2 月 に 入

る と積 極的 に避難所 へ 訪問活 動 を開始 し，郵 政 に 関 す る

各龝の お 知 らせ を して い る。lt ｝
こ の よ う な相談コ ーナ

ーを．市民が 生 活 に 必 要 と する 内容に まで 拡大で き れ ば，
本提案で あ る市民 が そ の時 に必 要 な 医療や 住宅．法律な

どの 情 報 を提供す る こ と が 可能で あ る。
　また ， 神 戸 中央 郵 便局 で は，い ろ い ろ な 取 り組み を行

い ．ボートア イ ラ ン ドの 仮設住宅用 に 手づ く りの 「生活

情報マ ッ プ （絵地図）」 を作成
・
配布 した り．そ の 他 に も

表 札や カ レ ンダーを 配 布 す る
s　：” T51 ・　ta ： 1

な ど．郵便局 員

が 被災市民側 へ 出向い て 行 く事 例で は あ る が，市民 と 郵

便 局 員と の や りと りが 行 わ れ て い る。将来に向 けて ，市

民 生活 を 手助けす る 機関 と し て，郵 便 局 の 存在が 平 時か

ら市民に 認識され る よ う にな れ ば．発災時 に は市民の 方

か ら郵便局へ 情報 を求 めて 来る よ うに な る と考 え られ る 。

　ま た，本震災で は災害救助法適用 地域 に 所在す る郵 便

局前に ある 掲示板を，平成 7 年 1 月Z5日〜2 月16日 の 間，
被 災地 域 に お け る 住 民 間の 連 絡 等 に役 立 て るた め，イ ン

フ ォ メーシ ョ ン ボードとして 提供した。ldl
しかし，発

災 後 1週 問 は 郵便 局 に 人が ほ とん ど来て い な い 事実を鑑

み る と，発 災 直 後の 段階 に十分活用 さ れ た とは 言 い 難い 。
今後は，郵 便局の 場を活用 す る こ とを，平 時か ら市民 に

対 し広 報 して お く 必 要が あ り，災害時 に 郵便局 へ 行け ば

生活 情 報が 得 られ る な どの 社会的な 認 識が 形成 さ れ る こ

とで，小 学校 と同 じ距離 に 設置 され て い る 郵便局を 発災

直後か ら市民が集ま り利用 す る こ とも期待で き る。

（8）安否確認 と して の 情報活用の 可能性

　　　　　　　　　　　　　　　　（図 2　3に つ い て）
　郵便局 を利用 した 安否 確認 で は，被 災 地 域 外 か ら電 謡

に よ る照会が多 く．郵便局長の 判断
・
取扱 い で 答え た 事

例が数件あ っ た。旧 ：

これは．日常の 郵 便局 との 関わ り

方に よ っ て ，郵便局な ら被災地の こ とを詳しく知っ て い

る か も しれ な い と想起 した市民がい る こ と の 表れ で あ る。
現在 の 法体系で は ，郵便等 の 配達に よ り知 り得た情報 を

郵 便配 達以 外 の 目的 に用 い る こ とは で き な い が，発 災時

に 避難先住所情報などを地域 の 住民や 自治体等 で 活 用 す

る 制 度 を整 え る必要が ある。

5．おわりに

　本論 文 で は，市民一人一人 か ら国全体まで を 包括 し た

災害時の 情報伝達 シ ス テ ム の 提案 と して ，被災者個 々 す

なわちエ ン ドニ ーズに 焦点 を あ て て検証 した。阪神
・
淡

路大震災の 分析か ら．人 と人 と が 有機的 につ な が り，情

報をや りと りす る こ とが 大切で ある とい う知見をふ まえ

た もの で あ る。既存 シス テ ム で ある 郵便局を活用 し，そ

の 有用性と実現性 につ い て，主 に 阪神 ・淡路大震災下で

の 被災地の 郵便局の 状況か ら論じた．そ の 結果，次の点

を 明 らか に した。
L 酪便配 遠員が 平時業務か ら得た地域 の 特微や住民の

　　家族構成 な どの 情報 が，災害時 に はそ の 場 そ の 人 に

　　応 じた 適切 な 対 処 を可 能 に する。これを基に ，特 に

　　被災者個 々 へ の情 報伝達 に着目 したシステムを提案 した 。

2 ．郵便配達 の 状況 で は，震災 2 日 目か らの 活 動 が可 能

　　で あ り，被災地へ 郵便物が入り窓 口が混雑する 間は

　　比 較的 余力が あ り，本提案の 実施が可能で ある。本

　　来業務が 忙 し くな る そ れ 以降も，応援を 受け な が ら

　　継続す る こ とが可 能で ある。また，被災地 域の 状況

　　を 見 な が ら，被 災 地 へ 入 る 郵便物量や 郵送方法な ど

　　意味ある コ ン トロ ール を計画 的に行 えぱ．被 災 地域

　　の 負 担 が 減 り，本提案実施 の 可能性が さ らに 高ま る。
3 ．職員確保の 側面 か らは，事前に 法や 制度 を整 え る 必

　　要がある が，自局内の 職員と他地域か らの 応援職員

　　の 投入 に よ り，本提案を 稼働 させ る こ とが 可能で あ

　　る 。 郵便配 達貝は 他 地 域 で も地 図 さ え あれ ば 遜 色な

　　 く配 達 で き る と い う特徴 が あ る 。また，応援や 業務

　　移管 につ い て は，平時か ら郵政 局単位で 提携の 郵便

　　局 を決め て お く と，業務運 行 に つ い て も支障が 少な

　　 く，被 災 地 域 の 負担 を軽減で きる も の と 考え ら れ る 。
4 ．本震災で は 自然発生的に実施 され た が，地 域 と住民

　　を知 る郵便配遠 貝が ．発 災直後 に 地域の 状況 を 把握

　　す る こ と は，本提案の骨格で ある。さ らに，収集 し

　　た 情報 は 郵 便 局 の み な らず行政 な どの 他機関と共 有

　　す る こ とも考 え られ ，既 に行われて い る 道路破損状

　　況 を行 政 に知 らせ る 施策 か ら考 えて も，こ の よ うな

　　制度 を 災害時 へ 応 用 す る こ とは実 現 可 能 で あ ろ う。
5．平常業務で ある 配逮原簿 の 整備は，震災時も続けら

　　れ ，多量 の 転 送 届 に対応 した。そ の 結果，郵便 局が

　　被災者 の 移転 先 情 報を 唯一把握 す る 機関 とな っ た 。

　　 こ の 配達原簿を利用 して，災害時 には，高齢者 や陣
　　害者，日本語 に 不自由 な外国人 で ある な どの 情報 と

　　合体 させ ，将来的 に は優先的 に救 出や 援 助 が 必要 な

　　 人 が わ か る な ど，発 災 す ぐに 有効活用が で き る と よ

　　い 。 自治体などの 行政と箏前 に相 互協力 の制度が 整

　　 え ば．よ りス ム
ーズで 効果的な 利用 が で き る こ と に

　　な る。

6．郵便 シ ス テ ム は 全国
一

律で ある こ とか ら，都市部で

　　高齢者 をは じめ 災害弱 者な ど援 助 が必 要 な 被災者 に
・

　　 対 して ，情報や 「もの jの 受け渡 しが可能となる 。 特
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に ，過疎地 で は 地 域 の 実情に あ わ せ て ．「ひ まわ り

サービ ス 亅「声か けサ ービス亅 の 施策が 既 に 行わ れ て

い る状 況 を鑑 み る と．本提案 は過 疎地域な どの 人 口

の 少な い 地域 で よ り効果が 発掫 され る こ と にな ろ う。

　郵政省 にお い て も，阪神 ・淡路大震災 を き っ か け に，
「21世紀を 展望 した郵便局ネ ッ トワーク及 び その サ

ービ

ス の 在 り方並 び に そ の 実現の た め に講 ずべ き方策亅
”’

が

議論され．郵便局 の 役割が検討された。そ の 最終答 rtl　”：

に よ る と．郵便局 を 3つ の 拠点 「情報の拠点
・
安全の拠

点 ・安心の 拠点」 と して 考え，安全の 拠点 の 申に郵 便 局

を防災拠点とす る実現 の ビジ ョ ン が示 され て い る。郵便

局 を非 常 時 の 地域住民 の 生活 を支 え る拠点 と して 位儼づ

けて お り，防災拠点の 芽生えがみ て とれ る。
　郵便局 を 地 域社会全 体の 中で 防災機関として位 置づ け。
本提案をよ り確実な もの に す る に は，郵便局が担 う機能
・
役割 ・責任 の 詳細を。平 時か ら関係賭機関 と検討 し．

明確 に して お く必要がある 。そ の た め に は，郵便局単位

で の 地 域 防災会議の 参加も 要件 とな ろ う。地域 防災会議
へ の参加 状況 を調 べ る と，都道府県防災会議の委員 には

地方郵 政 局 長 お よ び 地 方 電 気通 信監 理局長が構成員 にな

っ て い る tE
　
13

が，地域 の 中央郵便 局 長 が 構 成員 と して 指

名さ れ 出 席 して い る 例
tE　14 は 少な い。防災面 にお い て 関

係諸機関との 平時か らの 関係強化 の
一

貫 と して．地 域 防

災会議 に 郵便局単位で 参加する には ， 十分な社会的 コ ン

セ ンサ ス を得て 地方公共団体の 条 例 改 正 等の 制度的枠組

み を変更す る必要がある 。 既 に 地方自治体 との 防災協定

締緒
邯

が 半数以 上 の 地方自治体と実施されて い る。例

え ば東京都 の 場合，大都市特有 の 問 題で ある 帰宅困難者

対 策が 必要で あ り，370万 人と い われる 通勤 ・通 学者が

帰宅す る際 の 休 憩 所 と して ，飲 料水や トイ レ 等を提供す

る こ とが 盛 り込まれて い る。こ の よ うな 地域の 事情を考

慮 した防災協定の 締結を契機に，関係諸機関 との相互 協

力を
一
層進める必要が あ る 。

　本提案は有用 性 と実現性の高 い シ ス テ ムで あ り，阪神
・淡路 大 震災で の 問題点の 多く が解決 で き．特 に，被災

者個々 （エ ン ドニ ーズ）に 有益 で あ る こ と を示 した。

　な お ， 本調査 は郵政大臣官房企画課 「郵 便局 の全国 ネ

ッ トワーク機能 を活 か した 災害 関 係情報の 提供の 在 り方

に 関す る調査 研究会亅 の
一
環として 筆者 らが行 っ た もの

で あ る。ご協力戴 い た 皆様に深謝す る。

補注

注 1 ：自宅か ら 公的機関ま で の 平均距離 は，郵 便局 は小 学 校 と

　　 同 じ凵 kmで最 も近 く，つ いで 公民 館 L3   ，警察野 ・
　　 交番1．4  ．市 町村役場2．lkm，消防署2．3kmで ある

：’
．

注 2 ：都市の 中心 部等に 立地する，比 較的大規模 な郵便 局をい

　　 う．平 成 10年8月現 在，1，309局ある。
注 3 ：特 定 郵 便 局 長を長 し，全国の ど こ に で も立地す る 比較 的

　　 小規模な 郵便局 をい う．平成 10年8月現在 ，18，T91局あ るe
注 4 ：郵政大 臣が 郵便局の窓 口 で 取 り扱 うべ き 事務 を地 方公 共

　　鸚謬難髏驪蟻谿鱸解鑿難
　　 部以外の 地域に設置 され る。ま た，平成2年 ll月か ら は4

　　黐驪 蝶 魏堕黷 覊驢7漏 鵠壌
注 5 ：郵 便、為替 貯金，簡 易生命保 険等の窓 ロ 業務を行 う ほ か，
　　 郵便 物を ボ ス トか ら取 り集め た り 各戸 に配 達 す る珥 務 を

　　 行 う郵便局 で，積立貯 金や 簡易 保 険 料 の 集 金 事 務 も行 う。
　　 平成 10年 8月現在，9，918局あ る．
注 6 ：郵便物 の 取 り集めや配 達，貯 金保険等の 集金を行わ ず，
　　 専 ら郵便，為替貯金，保険年 金 等 の 窓 ロ 事務の み を行 う
　　 郵便 局 を い う。平 成 IO年 9月現 在．19．7Sl局あ る ．

注 7 ；郵 政省資料 によ る。
注 8 ：そ の 区域 を 知 っ て い る 二 とを い う．
注 9 ：平 均 の 状 況で あ り，神戸市内の 郵便配遠 も これ に準 じる。
　 　 　 ヒヤ リ ン グに よ る ．
注10 ：過疎地域に おい て高齢者が安心 して 暮ら せ る 地域 祉会づ
　　　く りに資す る ため．郵 便局，地 方 自治体，社 会福祉協礒

　　　会等が協 力 して 生活サ ポートシ ス テム を構築 し，在宅隔
　　 祉サ

ー
ビ ス を 支援 す る もの 。郵便 局が 主体 と な っ て 実施

　　 す る 施策 は．郵便外務職員 に よ る郵 便物 配 達 の 際 の 励 ま
　　　しの j9か けサ

ー
ビス 及 び郵便物 の 集荷サービ ス で あ り，

　　．生活サポー
ト脇議会 （仮称）等

．
との 共 同施策 は，小 学生

　　 か ら の励 ま しメ ッ セー
ジ のお 届 けや 生活 用 品 等の 注 文受

　　　付および配達で ある。平成 le年 9 月末現在 112市町村 で 1
　　 4L郵便局が実施 して い る。
注 11 ：郵 便局 の 職 員が 郵便集配業務途 上 で発 見 した 道路 ・橋 ・
　　　トン ネル ・ガードレ

ー
ル ・カ

ー
ブ ミ ラー・道路案内 表示

　　 板 等の 損傷状 況等 を 正常 な 業務運行 に 支障の ない 範 囲で

　　 地方 自治体等 へ 情 輜提 供 ｛提供す る情輜は 地 域 の 事 情 等
　　　を 反 映して

一
律ではな い ） を行 う 〔原則 は文書で 行 う。

　　輩灘灘羅淳轄纓糲韃i螻
　　　も実施され て い る ．
注12：ヒヤ リン グによ る。
注13 ：災害基本法 第 2 条第 4 号，郵政 省設置法第 6条第 1項．
　　 昭 和3丁年 8 月 6 日総理府告示第25号に よる．
注 凵 ：例 え ば，大 阪 府地域防災会議委員に大阪中央郵便局長が，
　　 兵庫県地域防 災会議委 員 に神 戸 中央弼便局長が，和歌山
　　 県 地 域 防災会 罎 委 風に和歌山 中央郵便局長が指 名さ れ 出
　　 席 して い る。
注IS ：地 方 自治体 と 郵便局の 間で 災害時等 における相 互 協力 を

　　 定 め る 協 定を い う。平成 8 年 4 月に 大阪府泉佐野市 と泉
　　 佐 野郵便局 との 間で 締結 され た の を最 初に，こ れ 以降全
　　 国 にそ の動 き が 拡 大 し，平成ll年 2 月 現在約 LS72 の 地

　　 方 自治体 と郵便局の 問で 締結され，全国 の 自治 体 の 半 数

　　 以上 の 数 とな る。協定の 内容は 各 地域 の 課題をふ ま え一
　　 律で はない が，主な もの は 特別事 務の 取扱 や施 設や用地
　　 の 相 互利 用，被災 住民 の 避難 先や被 災状 況等 の 情報 の 粗
　　 互 提 供な ど で あ る。東 京 都 も東京郵政 局と平成 IO年 6月

　　 に 締結 し．大 都 市特有 の 問題で あ る帰宅困 難考 対 策 に つ

　　 い て ，郵便局の 果たす役割が期待さ れて い る。
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